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１ 編成方針 

 

平成１９年度は、「新しい中野をつくる１０か年計画」では３年目となり、計画に掲げ

た「４つの戦略」と「行政革新」を定着させ、着実にすすめる上で重要な年度となります。 

わが国の経済状況は現在、回復基調にあり、平成１９年度も民間需要を中心に、自律的・

持続的な成長は続くと見込まれています。しかし、人口減尐社会の到来や社会保障負担の

増加などの要因もあり、経済の拡大基調が長期にわたって持続できるか否かは不透明です。 

また、区財政は、これまでの改革の結果、一定の改善が見られる状況となっていますが、

基幹収入である特別区民税の伸びは、平成１７年度、１８年度と景気との連動が見られま

せん。 

一方で、三位一体改革をはじめとする地方分権の進展は、自治体に経営責任の明確化と

強化を迫っています。将来的な財政需要や収入要因を把握した上で、常に中長期的な財政

見通しに基づいて財政運営を行うという、新たな財務規律を確立することが不可欠です。 

平成１９年度予算は、以上のような認識のもと、次の点を基本に編成しました。 

 

（１）不安定要素を抱えながらも改革の成果が見えてきた区財政の現状と、ますます大き

くなる自治体への期待と責任を勘案し、これまでの財政再建重視型の予算から、「新

しい中野をつくる１０か年計画」を踏まえた、政策実行型の予算とする。 

 

（２）ＰＤＣＡサイクルに基づく事業の不断の見直しを前提として、各部門・各担当の目

標達成に向けた事業戦略を確立した上で予算編成する。 

 

（３）平成１９年度以降の歳入動向は中長期的には横ばいと想定し、経常的な経費は当分

の間、伸びを見込まないことを基本とする。このような認識に基づき、新規拡充事業

や大型事業の実施については、特に慎重に取り組む。 

 

（４）経常経費に係る事業は、行政評価結果を反映させ、目標実現に向けた事業の見直し、

改善を行う。 

 

（５）新規、臨時的経費については、ライフサイクルコスト（５年から１０年間）を算定

のうえ、目標実現に向けた事業の必要性や効果等を十分に検討する。 
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２ 財政規模 

 

（１）一般会計は、９８５億４,０００万円で、平成１８年度に比べ１００億７００万円、

１１.３％の増となりました。これは、(仮称)北部防災公園整備費や財政調整基金積立

金などの減があったものの、中野駅周辺整備費や耐震補強の経費、学校再編に伴う工

事費などの投資的経費が大幅に増加したためです。 

（２）用地特別会計は、平成１７年度に取得した用地の利子支払いが開始されたことによ

り、１,５００万円、１６６.７％の増となりました。 

（３）国民健康保険事業特別会計は、国民健康保険法の改正に伴い、共同事業拠出

金が大幅に伸びたほか、平成２０年度に予定されている医療制度改正に向

けた準備経費を計上したことから、２８億５,２００万円、９.４％の増となり

ました。 

（４）老人保健医療特別会計は、医療費が増加傾向にあることから、２億６,０００万円、

１.１％の増となりました。 

（５）介護保険特別会計は、一般会計への繰出金が皆減となったものの、介護サービス費

がこれを上回る増となったため、６,６００万円、０.４％の微増となりました。 

 

これら、５会計を合せた予算総額は、１,７０８億６００万円で、平成１８年度に

比べ１３２億円、８.４％の増となりました。 

１９ 年  度 １８  年  度

 当初予算額 当初予算額 金   　 額 増　減　率

一 般 会 計 98,540,000 88,533,000 10,007,000 11.3

用 地 特 別 会 計 24,000 9,000 15,000 166.7

国民健康保険事業特別会計 33,040,000 30,188,000 2,852,000 9.4

老 人 保 健 医 療 特 別 会 計 23,036,000 22,776,000 260,000 1.1

介 護 保 険 特 別 会 計 16,166,000 16,100,000 66,000 0.4

170,806,000 157,606,000 13,200,000 8.4合             計

平成１９年度当初予算規模総括表

 　　　　　　　（単位：千円、％）

会    計    区    分
比　　　    較
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３ 予算の特徴 

平成１９年度予算の特徴は次のとおりです。 

（１）子ども施策、環境対策、産業振興など「新しい中野をつくる」ための経費や長年

の懸案である警察大学校等跡地の整備費などを予算化した結果、平成１９年度一般会計

予算額は、前年度に比べ１００億７００万円増の９８５億４,０００万円となり、平成

８年度以降最も大きな規模となりました。まちの活力を作り出していくことや、子育て

支援策などに重点を置き、その充実を図りました。 

（２）区政を取り巻く環境が大きく変化し、経済状況も不透明な中、着実に政策を実行

し、その成果を持続的に発展させていくために、中長期的な財政見通しに基づいて基金

計画・起債計画を立て財政運営を行うという、新たな財務規律に基づいて予算を編成し

ました。 

 ①財源の年度間調整や投資的事業に対応するため、義務教育施設整備基金、財政調整

基金、減債基金などに総額２６億８,５００万円を積み立てます。 

  ②まちづくりや小中学校の再編工事費などの投資的事業については、一般事業経費を

圧迫しないよう、将来の負担に配慮しながら、基金計画及び起債計画に沿って、起債

の活用や基金からの繰り入れを行います。 

（起債４１億８,５００万円、基金繰入１９億４,０００万円） 

（３）にぎわいと魅力ある「中野の顔」づくりに向けて、警察大学校等跡地整備に本格

的に着手する経費（公園や道路用地の購入費、都市計画道路整備費など）を計上しまし

た。同地区を含めた中野駅周辺整備に要する経費として、総額８７億８,２００万円を

予算化しました。 

（４）区有施設の耐震補強工事費や体育館改修経費、小中学校耐震補強設計費、橋梁や

公園の維持改修費など、区民が安全・快適に施設等を利用できるよう、維持補修や施設

改修のための経費を増額しました。 

（５）引き続き職員数を削減するとともに、事務事業の委託化や民営化などを推し進め

るための経費を計上し、歳出構造の転換をめざしました。 
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４ 歳入の状況（一般会計） 

歳入予算 （款別） 

（１） 特別区税 

特別区税は、３０３億４,２２１万５千円と、前年度と比べ２０億５,１２８万円、

７.３％の増となりました。 

このうち特別区民税については、前年度比較で２０億１,４６３万７千円、７.７％

の増を見込んでいます。これは、課税所得割納税者数が概ね０.８％増加すると予測さ

れることや、三位一体改革に伴う税源委譲、定率減税の廃止などの税制改正の影響によ

るものです。 

軽自動車税は、課税台数の増により７.２％の増を、特別区たばこ税は、売り渡し本

数が減尐の傾向にあるものの、平成１８年７月からの税率引き上げが平年度化すること

により１.６％の増をそれぞれ見込みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位　千円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 特別区税 30,342,215 30.8 28,290,935 32.0 2,051,280 7.3 20.5

2 特別区交付金 31,639,000 32.1 30,110,000 34.0 1,529,000 5.1 15.3

3 地方譲与税 537,000 0.5 1,625,000 1.8 △ 1,088,000 △ 67.0 △ 10.9

4 利子割交付金 460,000 0.5 394,000 0.4 66,000 16.8 0.7

5 配当割交付金 280,000 0.3 186,000 0.2 94,000 50.5 0.9

6 株式等譲渡所得割交付金 300,000 0.3 164,000 0.2 136,000 82.9 1.3

7 地方消費税交付金 3,350,000 3.4 3,520,000 4.0 △ 170,000 △ 4.8 △ 1.7

8 自動車取得税交付金 600,000 0.6 570,000 0.6 30,000 5.3 0.3

9 地方特例交付金 483,000 0.5 1,750,000 2.0 △ 1,267,000 △ 72.4 △ 12.7

10 交通安全対策特別交付金 40,000 0.0 40,000 0.0 0 0.0 0.0

11 分担金及び負担金 741,569 0.8 694,811 0.8 46,758 6.7 0.5

12 使用料及び手数料 2,010,978 2.0 1,928,594 2.2 82,384 4.3 0.8

13 国庫支出金 14,929,842 15.2 11,466,931 13.0 3,462,911 30.2 34.6

14 都支出金 4,579,238 4.6 3,779,028 4.3 800,210 21.2 8.0

15 財産収入 51,258 0.1 952,259 1.1 △ 901,001 △ 94.6 △ 9.0

16 寄付金 641 0.0 735 0.0 △ 94 △ 12.8 0.0

17 繰入金 1,939,620 2.0 271,650 0.3 1,667,970 614.0 16.7

18 繰越金 1,000,000 1.0 1,000,000 1.1 0 0.0 0.0

19 諸収入 1,070,639 1.1 1,185,057 1.3 △ 114,418 △ 9.7 △ 1.1

20 特別区債 4,185,000 4.2 604,000 0.7 3,581,000 592.9 35.8

98,540,000 100.0 88,533,000 100.0 10,007,000 11.3 100.0

款

歳入予算（款別）

歳入合計

19年度当初予算 18年度当初予算 比　　　較
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（2） 特別区交付金 

特別区交付金（都区財政調整交付金）は、平成１９年度の都区財政調整のフレーム（案）

を基に、基準財政収入額と基準財政需要額の増減、中野区のシェアなどを加味し、前年

度比較で１５億２,９００万円、５.１％増の３１６億３,９００万円を見込みました。  

※調整３税の配分割合は、特別区５５％、東京都４５％、また、交付金総額に対する特別交付金の割

合は５％、普通交付金の割合は９５％としました。 

 

（3） その他交付金 

地方譲与税総額は前年度比較で△１０億８,８００万円、６７.０％減と見込みました。

これは、地方譲与税のうち、税源移譲までの暫定的措置であった所得譲与税が皆減とな

ったことによるものです。また、地方特例交付金は、恒久的減税による減収を補てんす

る減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されることから、前年度比較で△

１２億６,７００万円、７２.４％の減を見込みました。地方消費税交付金も、平成   

１８年度の決算見込額等を反映して、前年度比較で△１億７,０００万円、４.８％の減

を見込みました。 

一方、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金については、平成１８

年度の決算見込額や景気動向を反映してそれぞれ増を見込んでいます。その他の交付金

については、ほぼ前年度並みを見込みました。 

 

（4） 分担金及び負担金 

区立保育園の入園者自己負担金の増加などにより、前年度比較で４，６７５万８千円、

６.７％の増を見込みました。 

 

（5） 使用料及び手数料 

道路占用料の増により、前年度比較で８,２３８万４千円、４.３％の増を見込みまし

た。 

 

（6） 国庫支出金 

三位一体改革により児童扶養手当の国庫負担金や高齢者福祉住宅の国庫補助金の減

はあったものの、警察大学校等跡地整備に対するまちづくり交付金が皆増となったほか、

生活保護費や次世代育成交付金が増加したことなどから、前年度比較で３４億    

６,２９１万１千円、３０.２％の大幅増を見込みました。 
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（7） 都支出金 

特別区交付金の都区間の配分割合の変更に伴い、乳幼児医療費助成事業補助金など

都支出金３億９,２００万円が一般財源化され、皆減となったものの、警察大学校等跡

地整備や児童手当、参議院議員選挙、都知事選挙などの経費が増になったことから、前

年度比較で８億２１万円、２１.２％の大幅な増となりました。 

 

（8） 財産収入 

財団法人中野区文化・スポーツ振興公社、財団法人中野区勤労者サービスセンターの

解散に伴う出資金などの返還金９億円が皆減になったことから、前年度比較で    

△９億１００万１千円、９４.６％の大幅減となりました。 

 

（9） 繰入金 

基金計画に基づき、投資的事業に充当するため、義務教育施設整備基金やまちづくり

基金などから繰り入れを行ったことにより、前年度比較で１６億６,７９７万円、   

６１４.０％の大幅な増となりました。 

 

(10) 繰越金 

前年度と同額を見込みました。 

 

(11) 諸収入 

土地開発公社貸付資金返還金が皆減となったことなどから、前年度比較で△１億 

１,４４１万８千円、９.７％の減となりました。 

 

(12) 特別区債 

税制改正に伴い減税補てん債が廃止され、皆減になったものの、警察大学校等跡地整

備に係る道路用地購入に２４億３,０００万円、公園用地購入に１４億５,５００万円、

また学校再編に伴う改修工事に３億円の起債を見込みました。前年度比較で３５億  

８,１００万円、５９２.９％の大幅増となっています。 
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歳入予算 （一般財源・特定財源別） 

 

歳入を一般財源と特定財源に分けて見たのが下の表です。 

平成１９年度は財政規模が前年度比較で１００億７００万円、１１.３％の増加となりま

した。これを財源別で見ると、一般財源は１１億７,３９９万８千円、１.７％の増でした

が、特定財源は特別区債が皆増となったほか、国庫支出金や都支出金が大幅に増え、８８

億３,３００万２千円、４３.６％の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 一般財源の繰入金は財政調整基金からの繰入金、特別区債は減税補てん債です。 

※ 特定財源の繰入金は、減債基金・特定目的基金・特別会計からの繰入金、特別区債は事業債です。 

 

歳入予算（一般財源・特定財源別） (単位　千円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

69,427,933 70.4 68,253,935 77.0 1,173,998 1.7 11.7

 特別区税 30,342,215 30.8 28,290,935 32.0 2,051,280 7.3 20.5

 特別区交付金 31,639,000 32.1 30,110,000 34.0 1,529,000 5.1 15.3

 地方譲与税 537,000 0.5 1,625,000 1.8 △ 1,088,000 △ 67.0 △ 10.9

 利子割交付金 460,000 0.5 394,000 0.4 66,000 16.8 0.7

 配当割交付金 280,000 0.3 186,000 0.2 94,000 50.5 0.9

 株式等譲渡所得割交付金 300,000 0.3 164,000 0.2 136,000 82.9 1.3

 地方消費税交付金 3,350,000 3.4 3,520,000 4.0 △ 170,000 △ 4.8 △ 1.7

 自動車取得税交付金 600,000 0.6 570,000 0.6 30,000 5.3 0.3

 地方特例交付金 483,000 0.5 1,750,000 2.0 △ 1,267,000 △ 72.4 △ 12.7

 交通安全対策特別交付金 40,000 0.0 40,000 0.0 0 0.0 0.0

 繰入金 396,718 0.4 0 0.0 396,718 皆増 4.0

 繰越金 1,000,000 1.0 1,000,000 1.1 0 0.0 0.0

 特別区債 0 0.0 604,000 0.7 △ 604,000 皆減 △ 6.0

29,112,067 29.6 20,279,065 23.0 8,833,002 43.6 88.3

 分担金及び負担金 741,569 0.8 694,811 0.8 46,758 6.7 0.5

 使用料及び手数料 2,010,978 2.0 1,928,594 2.2 82,384 4.3 0.8

 国庫支出金 14,929,842 15.2 11,466,931 13.0 3,462,911 30.2 34.6

 都支出金 4,579,238 4.6 3,779,028 4.3 800,210 21.2 8.0

 財産収入 51,258 0.1 952,259 1.1 △ 901,001 △ 94.6 △ 9.0

 寄付金 641 0.0 735 0.0 △ 94 △ 12.8 0.0

 繰入金 1,542,902 1.6 271,650 0.3 1,271,252 468.0 12.7

 諸収入 1,070,639 1.1 1,185,057 1.3 △ 114,418 △ 9.7 △ 1.1

 特別区債 4,185,000 4.2 0 0.0 4,185,000 皆増 41.8

98,540,000 100.0 88,533,000 100.0 10,007,000 11.3 100.0

項     目

歳入合計

比    較19年度当初予算

一般財源

特定財源

18年度当初予算
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５ 歳出の状況（一般会計） 

歳出予算 （目的別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 議会費 

区議会だよりの全戸配布経費などの増加により、前年度比較で１,４０９万６千円、

１.８％の増となりました。 

 

（２） 経営費 

平成１９年度から款の名称が、総務費から経営費に変更になりました。 

退職手当の増加による職員給の増や、耐震補強工事、税電算システムの構築、区議会

議員選挙、参議院議員選挙などによる経費増のため、前年度比較で１１億３,７００万

９千円、１３.０％の増となりました。 

 

（３） 区民生活費 

職員給の減尐や行政による古紙回収の廃止による減がありましたが、プラスチック

製容器包装回収の拡大や集団回収の支援の経費などを増額したことにより、前年度比較

で８,６４８万５千円、１.０％の増となりました。 

 

※ 経営費の18年度当初予算額は、総務費の金額です 

(単位　千円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 議会費 817,347 0.8 803,251 0.9 14,096 1.8 0.1

2 経営費 9,888,626 10.0 8,751,617 9.9 1,137,009 13.0 11.4

3 区民生活費 8,412,223 8.6 8,325,738 9.4 86,485 1.0 0.9

4 子ども家庭費 14,798,639 15.0 14,042,394 15.9 756,245 5.4 7.6

5 保健福祉費 31,163,122 31.6 30,391,320 34.3 771,802 2.5 7.7

6 都市整備費 15,342,113 15.6 7,299,170 8.2 8,042,943 110.2 80.4

7 教育費 10,057,724 10.2 8,914,638 10.1 1,143,086 12.8 11.4

8 公債費 5,251,164 5.3 5,495,829 6.2 △ 244,665 △ 4.5 △ 2.5

9 諸支出金 2,709,042 2.8 4,409,043 5.0 △ 1,700,001 △ 38.6 △ 17.0

10 予備費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 0.0

98,540,000 100.0 88,533,000 100.0 10,007,000 11.3 100.0歳出合計

歳出予算（目的別）

款
18年度当初予算 比　　　較19年度当初予算
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（４） 子ども家庭費 

児童手当・子ども医療費等の扶助費や、認証保育所、区立保育園民営化のための経

費などが増加し、前年度比較で７億５,６２４万５千円、５.４％の増となりました。 

 

（５） 保健福祉費 

障害者福祉サービス事業経費などが減尐したものの、国民健康保険事業特別会計へ

の繰出金や生活保護費が増えたほか、後期高齢者医療制度の準備経費を計上したことか

ら、前年度比較で７億７,１８０万２千円、２.５％の増となりました。 

 

（６） 都市整備費 

（仮称）北部防災公園の整備費などの経費減はありましたが、警察大学校等跡地整

備に係る道路・公園用地の取得費などを計上したことから、前年度比較で８０億   

４,２９４万３千円、１１０.２％の大幅な増となりました。 

 

（７） 教育費 

学校安全対策に伴う改修工事の終了などによる減はありましたが、学校再編経費が

大きく増えたほか、耐震補強設計、図書館業務や学校給食調理業務の委託経費も増加し

たことから、前年度比較で１１億４,３０８万６千円、１２.８％増となりました。 

 

（８） 公債費 

起債の元金償還が進んだため、前年度比較で△２億４,４６６万５千円、４.５％の

減となりました。 

 

（９） 諸支出金 

義務教育施設整備基金に１１億１千円、減債基金に９億４,５２４万１千円、財政調

整基金に５億１千円、道路・公園整備基金に１億１千円など、総額で２６億８,５０４

万２千円を積み立てます。なお、財政調整基金は、財団法人中野区勤労者サービスセン

ターからの出資金返還金を原資とした分や退職手当分の積立終了のため、また減債基金

は、(仮称)北部防災公園分の積立終了のため、それぞれ減となっており、この結果、前

年度に比べ△１７億１千円、３８.６％の大幅な減となりました。 

 

（10） 予備費 

昨年度と同額の 1億円を計上しました。 
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歳出予算 （性質別） 

 

歳出予算を性質別に見たのが下の表です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 義務的経費 

人件費は、職員数が８２人減尐するものの、団塊の世代の大量定年期を迎え、退職

手当が５億２,９０８万１千円増加したため、前年度比較で４億３,０７２万２千円、 

１.６％の増となりました。 

扶助費は、生活保護費、医療助成費などが伸びたほか、三位一体改革により区の負

担割合が増えたことによる児童手当費の増加などがあり、前年度比較で８億７,０４８

万円、４.６％の増となりました。 

公債費は、前年度比較で△１億３,００５万４千円、２.３％の減となりました。な

お、性質別の公債費には、減債基金積立金の一部や用地特別会計繰出金のうち公共用地

先行取得債の元利償還分が含まれているため、目的別の公債費の金額とは一致しません。 

これらを合計した義務的経費は、前年度と比べ１１億７,１１４万８千円、２.３％

の増となりました。 

（２） 投資的経費 

(仮称）北部防災公園整備の完了による減などがあったものの、新たに警察大学校等

跡地整備に係る用地取得に８６億円余を計上したほか、小中学校や区有施設の耐震補強

(単位　千円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

52,274,600 53.0 51,103,452 57.7 1,171,148 2.3 11.7

 人件費 26,845,750 27.2 26,415,028 29.8 430,722 1.6 4.3

 扶助費 19,853,362 20.1 18,982,882 21.4 870,480 4.6 8.7

 公債費 5,575,488 5.7 5,705,542 6.4 △ 130,054 △ 2.3 △ 1.3

12,804,954 13.0 3,828,795 4.3 8,976,159 234.4 89.7

33,460,446 34.0 33,600,753 38.0 △ 140,307 △ 0.4 △ 1.4

 物件費 14,243,493 14.5 13,499,648 15.2 743,845 5.5 7.4

 維持補修費 2,431,815 2.5 2,316,949 2.6 114,866 5.0 1.1

 補助費等 4,755,110 4.8 4,380,192 4.9 374,918 8.6 3.8

 投資及び出資金･貸付金 155,288 0.2 156,929 0.2 △ 1,641 △ 1.0 0.0

 積立金 2,383,758 2.4 4,187,859 4.7 △ 1,804,101 △ 43.1 △ 18.0

 繰出金 9,390,982 9.5 8,959,176 10.1 431,806 4.8 4.3

 予備費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 0.0

98,540,000 100.0 88,533,000 100.0 10,007,000 11.3 100.0

歳出予算（性質別）

歳出合計

その他の経費

比    較

義務的経費

投資的経費

19年度当初予算 18年度当初予算
項     目
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経費、学校再編に伴う施設改修費が増となったことから、前年度比較で８９億    

７,６１５万９千円、２３４.４％の大幅な増となりました。 

（３） 物件費 

後期高齢者医療制度の準備経費、参議院議員選挙や中野区議会議員選挙に伴う経費、

区報の全戸配布経費などを新たに計上しました。また、回収地域の拡大によりプラスチ

ック製容器包装回収経費が伸びたほか、図書館や学校給食調理業務の委託拡大に伴う経

費、税総合システム経費が増となっています。図書資料の拡充や区民健診の充実も図り

ました。この結果、前年度比較で７億４,３８４万５千円、５.５％の増となりました。 

（４） 維持補修費 

鷺宮体育館などの施設維持補修費や道路維持補修費の増加により前年度比較で  

１億１,４８６万６千円、５.０％の増となりました。 

（５） 補助費等 

区立保育園の民営化に伴う経費や清掃一部事務組合に対する分担金が増加したほか、

私立幼稚園や認証保育所等の保護者補助、集団回収の支援のための経費などを増額しま

した。前年度比較で３億７,４９１万８千円、８.６％の増となりました。 

（６） 投資及び出資金・貸付金 

女性福祉資金、資産活用福祉資金の経費減尐により、前年度比較で１６４万１千円、

１.０％の減となりました。なお、投資及び出資金は昨年同様、計上していません。 

（７） 積立金 

義務教育施設整備基金積立金は増となったものの、財政調整基金や減債基金などへ

の積み立ては減尐しました。財政調整基金は、財団法人中野区勤労者サービスセンター

からの出資金返還金を原資とした分や退職手当分の積み立てが終了したため、また減債

基金は、(仮称)北部防災公園分の積み立てが終了したため大きく減尐しました。この結

果、前年度に比べ△１８億４１０万１千円、４３.１％の大幅な減となりました。 

（８） 繰出金 

国民健康保険法の改正に伴い、国民健康保険事業特別会計において共同事業拠出金や

医療制度改正に向けた準備経費が増えたこと等により、前年度比較で４億３，１８０万

６千円、４.８％の増となりました。 
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６ 部別予算編成の概要 

 

（１） 経営費 （区長室・総務部）  

平成１９年度から区の執行体制に経営本部を置き、マネジメント機能の強化を図ってい

きます。経営本部は、区政の重要方針、重要施策を審議、策定ならびに総合調整を行い、

「新しい中野をつくる１０か年計画」の積極的な推進を図っていきます。 

学術的水準と実践的側面を併せ持つ政策研究を行い、区民にとって価値と満足度の高い

政策を実現することを目指し、外部人材を登用した（仮称）中野区政策研究機構を設立し

ます（１５ページ参照）。 

区が実施しているサービスについて、区と民間事業者との間で透明・公正・中立な競争

を行うことにより提供主体を決定する市場化テストの制度を導入し、サービスの質の向上

とコストの削減を図ります（１５ページ参照）。また、公会計改革検討委員会による発生

主義会計の全庁的な検討及び職員の意識改革に向けた研修を行います（１６ページ参照）。 

安全、快適に利用できる施設を目指し、鷺宮地域センター、障害者福祉会館等の耐震改

修工事や設備更新等の工事を行います（１７ページ参照）。 

 

（２） 区民生活費 （区民生活部）  

区民生活部は、区内産業の発展や商店街の活性化、地球環境への負荷を減らしたライフ

スタイルの実現、ごみの減量と資源化のさらなる推進、また、さまざまな世代が地域にお

いて活発に活動し、いきいきと暮らしている中野をめざします。 

新規事業として、地域センターの（仮称）区民活動センターへの転換を図るため、その

準備と地域団体支援に関する業務を進めます（１８ページ参照）。 

また、中野の産業環境にふさわしい企業の誘致を図るとともに、区内産業の新たな連携

を創出するための支援を行います（１８ページ参照）。 

拡充事業では、環境基本計画の改定に引き続き取り組むとともに、新たに、「（仮称）

地球温暖化対策地域推進計画」を策定します（２０ページ参照）。 

また、プラスチック製容器包装の分別回収を平成２０年度には全区展開できるよう、区

内半分程度まで回収区域を拡大します（２０ページ参照）。 

さらに、区民の自主的な活動である資源の「集団回収」をより一層促進するとともに、

古紙については、区の回収を廃止します（２０ページ参照）。 

 

（３） 子ども家庭費 （子ども家庭部）  

子ども家庭部は、「１０か年計画」や「次世代育成支援行動計画」に示した考え方に基
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づき具体的な施策を展開することにより、尐子化対策や子育て支援など、質の高いサービ

スを多様に提供する仕組みづくりを着実に進めます。 

妊婦健康診査料助成回数の増、準夜間小児救急医療体制の拡充などにより、健やかな妊

娠・出産・育児を支援します（２１ページ参照）。 

（仮称）東中野五丁目保育園建設費補助、認証保育所の運営費補助、民間学童クラブの

運営費補助などを実施し、子育てと仕事の両立を支援します（２１ページ参照）。 

また、医療費助成の対象年齢の中学校卒業までへの拡大、私立幼稚園等保護者補助の増

額、認証保育所等保護者補助の制度化などにより、子育て家庭の経済的負担を軽減します

（２２ページ参照）。 

さらに、学校と家庭、地域が連携した学校地域連携事業（２２ページ参照）を実施する

ことにより、子どもたちが安全でのびのびとした放課後を過ごす環境を確保します。 

 

（４） 保健福祉費 （保健福祉部）  

保健福祉部は、「保健福祉総合推進計画２００５」に基づき、健康でいきいきとした生

活の継続、共に生きるまちづくり、保健福祉サービスの充実と利用支援・権利擁護をめざ

し、予算を編成しました。 

障害者の自立生活を支援するため、企業からの求人の必須条件となっているパソコンの

スキル習得を目的とした実践的なＩＴ講習会を実施するとともに（２６ページ参照）、企

業への就労を開始した障害者の移動支援及び保護者の送迎により福祉的就労を続ける障害

者が、送迎を確保できないときの移動支援などを行います（２４ページ参照）。 

権利擁護を図るため、成年後見制度推進機関の開設準備を行うとともに（２３ページ参

照）、高齢者虐待への対応を充実します（３５ページ参照）。また、民間事業者の福祉サ

ービスに関するトラブルの紛争調整を行う「民間福祉サービス紛争調整機関」を設置・運

営します（２４ページ参照）。 

平成２０年４月の医療制度改正に向けて、７５歳以上を対象に独立した医療制度を創設

する後期高齢者医療制度の施行準備（２５ページ参照）、国民健康保険料の特別徴収を行

うための賦課収納システムの改修、内臓脂肪症候群に着目した特定健診・保健指導の準備

などを実施します（３４ページ参照）。 

 

（５） 都市整備費 （都市整備部・拠点まちづくり推進室）  

都市整備部では、道路や公園などの都市基盤が整備され、活気とにぎわいがあり、景観に

も配慮した災害に強いまちをめざすとともに、まちの中では、段差や障害物などが減り、あ

らゆる人々が不自由を感じないやさしいまちづくりを推進します。 
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新規事業では、土地の官民境界を明らかにするため、国土調査法による地籍調査に着手し

ます（２８ページ参照）。 

また、健康器具を備えた公園やウォーキングコースを計画的に整備し、健康・高齢分野と

連携して健康づくり事業を推進します（２８ページ参照）。 

拡充事業としては、野方駅北口の開設に向けた自由通路及び駅舎改修等の設計や周辺道路

の整備を図ります（２９ページ参照）。 

また、耐震補強等支援においては、新たに賃貸マンションの耐震診断助成や木造住宅建替

え助成を開始します（３０ページ参照）。 

 

拠点まちづくり推進室では、中野駅周辺まちづくりを推進するとともに、西武新宿線沿線

において、鉄道と道路の立体交差化と一体となった沿線まちづくりを進めます。 

中野駅周辺まちづくりを推進するため、警察大学校等跡地の道路・公園整備のための用地

を取得します。また、警察大学校等跡地・その周辺地区、中野駅南口地区・その周辺、中野

駅舎を含む中野駅地区など、中野駅周辺の各地区相互の連携及び総合調整を図りつつ、にぎ

わいと環境の調和したまちづくりを推進するための協議・調整や調査・検討を行います  

（３０ページ参照）。  

 

（６） 教育費 （教育委員会事務局）  

教育委員会では、「中野区教育ビジョン」に基づき、教育環境の充実や区民の学習・ス

ポーツ活動の活発化を図ることなどをめざし、事業の見直しや精査を行って予算編成にあ

たりました。 

障害のある児童・生徒一人ひとりの教育ニーズに応じて適切な支援を行う特別支援教育

の充実を図るため、臨床心理士などによる区立全小中学校に対する巡回相談を実施する体

制を整備します（３３ページ参照）。 

また、主に算数・数学において尐人数指導や習熟に応じた指導の充実を図るため、学力

向上アシスタントの増配置を行うほか（３３ページ参照）、理科を専門とする人材を理科

支援員として小学校の理科授業に活用することにより小学校理科教育の活性化・充実を図

ります（３１ページ参照）。 

区立小中学校に職員室ＬＡＮを整備して教職員の情報の共有化を図るとともに、計画的

に校内ＬＡＮを整備し授業等で活用します（３１ページ参照）。 

また、「中野区立小中学校再編計画」に基づき再編する小中学校について、統合に向け

た準備や施設整備工事などを行います（３２ページ参照）。 

区立図書館については、図書資料を充実する（３３ページ参照）とともに、職員の業務

内容を見直し委託業務を拡大します（３３ページ参照）。 
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７ 主な事業 
 

（１） 経営費 （区長室・総務部）  

 

1-1 （仮称）中野区政策研究機構の設立 ＜新規＞ １,４１６万７千円 

■担当 区長室調査研究分野調査研究担当 電話３２２８－５５７２ 

政策の科学的研究を強化するため、外部の人材を登用した（仮称）中野区政策研究機構

を平成１９年４月に設立します。 

・業務内容  基礎研究（中野区の現状と課題の分析）、政策研究 

 

1-2 区民公益活動に関する政策助成（統一基準） ＜見直し＞ １,７００万円 

■担当 区長室政策分野政策担当 電話３２２８－５５７１ 

区の政策目的実現に貢献する区民団体への活動助成について、柔軟性や透明性を高め、

より効果的な制度とするため、助成対象とする活動内容や助成額の拡充を図ります。助成

の基準（助成率、助成限度額等）を統一して行うものについては、経営費で一括計上しま

した。 

 

1-3 市場化テストの推進 ＜新規＞ １８０万円 

■担当 区長室経営改革分野経営改革担当 電話３２２８－８９０９ 

区と民間事業者など新たなサービス提供の担い手となりうる団体との間で、透明・中立・

公正な競争を促すことにより、サービスの質の向上と実施コストの削減をめざす制度を構

築・実施します。 

 

1-4 区有施設の定期点検 ＜新規＞ ４,５３２万７千円 

■担当 総務部営繕分野計画営繕担当 電話３２２８－８８５４ 

区が所有又は管理する延べ面積１００㎡超で人が集まる施設を主な対象とし、建築物に

ついては３年以内ごと、建築設備等については１年以内ごとの法定点検を委託により行い

ます。 
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1-5 人材マネジメントの推進 ＜新規＞ ７２０万円 

■担当 総務部人事分野人材育成担当 電話３２２８－８８９７ 

中野区版コンピテンシーモデル（職員が成果をあげるための職務・職責ごとの行動基準）

を策定し、職員の能力開発の目標とするとともに、職員の能力・態度の人事評価基準とし

て活用します。 

・平成１９年度 コンピテンシーモデルの策定、職員周知、試行実施 

・平成２０年度 職員の人事評価に活用 

 

1-6 防災行政無線デジタル化に伴う基本調査 ＜新規＞ １４１万７千円 

■担当 総務部防災分野災害対策担当 電話３２２８－８９３３ 

平成２３年度からの防災行政無線のデジタル化を円滑に進めるために、システム構築の

前提となる基礎的な調査を行ないます。 

・調査内容 電波状況及び中継局増設の必要性の有無 

 

1-7 税総合システムの導入 ＜新規＞ １億６,１７０万円 

■担当 総務部税務分野税総合システム担当 電話３２２８－８９０５ 

新たな税務システムを構築し、税務事務の効率化を進めるとともに、区民サービスの向

上を図ります。 

・平成１９年度～平成２０年度 システム構築、データ移行 

・平成２１年度 本格実施（平成２１年度課税より稼動） 

 

1-8 ホームページの充実 ＜拡充＞ １,１７７万３千円 

■担当 総務部広聴広報分野広報担当 電話３２２８－８８０４ 

区民が必要な情報を迅速かつ正確に入手できるよう、ホームページを充実します。 

・外国語版コンテンツの充実、メール配信システムの導入、防災情報提供の充実等 

 

1-9 公会計改革の推進 ＜拡充＞ ７００万円 

■担当 総務部財務分野財政担当 電話３２２８－８８１３ 

「バランスシート」「行政コスト計算書」などの作成を外部委託し、資産やコストなどの

経営状況の的確な把握と分析を行います。また、専門家の助言を得ながら、公会計改革検

討委員会による発生主義会計の全庁的な検討及び職員の意識改革に向けた研修を行います。 
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1-10 区有施設の耐震補強・設備更新等の工事 ＜拡充＞ ２億２,６１６万４千円 

■担当 総務部営繕分野施設営繕担当 電話３２２８－５５３３ 

安全、快適に利用できる施設を目指し、下記施設の耐震改修工事等を行ないます。 

・対象施設 鷺宮地域センター・図書館、障害者福祉会館(工事) 

桃園地域センター分室（実施設計） 

 

1-11 備蓄体制の確保 ＜拡充＞ ４,５１４万９千円 

■担当 総務部防災分野災害対策担当 電話３２２８－８９３３ 

首都直下地震による東京の被害想定（平成１８年５月東京都防災会議）において、被害

規模等の見直しが行なわれ、避難者等の大幅な増加が報告されました。これを踏まえ、マ

グニチュード７規模の震災に備え、避難者、災害要援護者に係る備蓄物資を増やします。 

 

1-12 避難実施要領の策定 ＜拡充＞ ６３２万１千円 

■担当 総務部危機管理分野危機管理担当 電話３２２８－８７３６ 

中野区国民保護計画に基づき、避難の経路、避難の手段、避難住民の誘導方法、誘導に

かかる関係職員の配置等を定めた避難実施要領を策定します。 

 

1-13 区報のリニューアル ＜拡充＞ １億６１７万２千円 

■担当 総務部広聴広報分野広報担当 電話３２２８－８８０５ 

区民が必要とする情報を手に入れることができるよう、区報の編集内容及び配布方法を

見直し、改善を図ります。 

・サイズ    タブロイド判(A3） →      冊子（A4） 

・配布方法   新聞折込      →      各戸配布 

・発行回数   月３回       →     月２回 

 

1-14 「中野区のしおり」の全戸配布 ＜拡充＞ ２,７１４万１千円 

■担当 総務部広聴広報分野広報担当 電話３２２８－８８０３ 

区民の日常生活に必要とされる情報や手続きなど、区民生活にかかわる基本情報が網羅

された「中野区のしおり」を全戸配布する。 

・発行部数 ２８,０００部（転入者向け） → １８０,０００部（全戸配布） 
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（２） 区民生活費（区民生活部）  

 

2-1 （仮称）区民活動センター転換準備 ＜新規＞ ７２０万円 

■担当 区民生活部地域活動分野地域活動調整担当 電話３２２８－８８３８ 

地域センターの（仮称）区民活動センターへの転換を図るため、住民による運営を目指

す運営準備会の設立を支援し、転換に向けた準備と地域団体支援に関する業務を進めます。 

・委託内容  地域情報の収集・提供等 

・実施日    平成２０年１月～ 

 

2-2 企業誘致プロジェクト ＜新規＞ １,３７９万円 

■担当 区民生活部産業振興分野産業振興担当 電話３２２８－５５１７ 

区内産業の発展及び活性化に向けて「産業環境基礎調査」の結果をもとに、中野の産業

環境にふさわしい企業の誘致を図るとともに、区内企業の新たな連携を創出するための支

援を行います。 

・企業訪問活動の実施、重点産業立地促進の支援策検討 など 

 

2-3 里・まち経済交流 ＜新規＞ ９０万円 

■担当 区民生活部産業振興分野商店街支援担当 電話３２２８－５５９１ 

循環型社会の構築、都市と農山漁村が共生・交流する活力ある地域社会の実現をめざし、

区と交流のある市町村について、継続的な産直販売や環境関連情報の提供・交換のできる

流通システムの構築等の検討を進めます。 

・自治体・生産者の意向調査、産直フェスタの開催等 

 

2-4 にぎわい創出 ＜新規＞ ７６１万４千円 

■担当 区民生活部産業振興分野産業振興担当 電話３２２８－５５１７ 

魅力ある中野らしさを確立するとともに、区民の中野への誇りや愛着をよびおこし、さ

らには、商店街の活性化を図るため、区の歴史等の資源を見直し、地域文化の発見・創生

を行います。 

・観光産業広報・イベント戦略の構築、区内の美味い物発見・見どころ再発見 
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2-5 生まれ変わる商店街への取組み支援 ＜新規＞ ６００万円 

■担当 区民生活部産業振興分野商店街支援担当 電話３２２８－５５９１ 

商店街が地域住民などと協力・連携して行う、地域の特色を活かした商店街再生のため

の取り組みを支援します。 

・専門家（コンサルタント）の活用に要する経費の補助 

 

2-6 就労・求人支援サイト運営 ＜新規＞ １５４万６千円 

■担当 区民生活部産業振興分野勤労者支援担当 電話３２２８－８８２０ 

区民の就職支援と区内事業者の人材確保支援を行うため、就労・求人支援サイトを平成

１９年９月に開設し、区内事業所求人情報を掲載します。 

 

2-7 自然（再生可能）エネルギー利用拡大 ＜新規＞ １０１万６千円 

■担当 区民生活部環境と暮らし分野環境保全担当 電話３２２８－６５８４ 

区民ファンド等を活用した自然エネルギーの利用拡大に向けて、ファンド等の設立準備

を行います。また、グリーン電力の利用拡大を図るための仕組みを構築します。 

 

2-8 

 

老人クラブ運営助成 ＜拡充＞ １,９０７万４千円 

■担当 区民生活部地域活動分野地域活動支援担当 電話３２２８－５５８２ 

 老人クラブの活性化を図るため運営費の補助単価（月額）を増額します。       

・会員１００人以下    １７,１３０円 → １９,３００円 

・会員１０１人～１５０人 １８,５９０円 → ２０,９００円 

・会員１５１人～２００人 ２０,０５０円 → ２２,５００円 

 

2-9 

 

公衆浴場設備助成 ＜拡充＞ ５６０万円 

■担当 区民生活部産業振興分野商店街支援担当 電話３２２８－５５９１ 

公衆浴場に対する設備助成を充実するとともに、クリーンエネルギーを使用した燃焼設

備への転換に対して新たに助成を行います。 

・助成額等 ４２万円×５件 → ５０万円×７件 

       ３０万円×７件（新規：クリーンエネルギーへ転換する場合に上乗せ） 

 

 

 

 

 



 - 20 - 

2-10 

 

 

環境基本計画改定・（仮称）地球温暖化対策地域推進計画策定＜拡充＞ １４６万８千円 

■担当 区民生活部環境と暮らし分野環境保全担当 電話３２２８－６５８４ 

平成１９年度に環境基本計画を改定し、その計画の中で定められる地球温暖化対策の実

行計画として、「（仮称）地球温暖化対策地域推進計画」を策定します。 

・新環境基本計画の策定   平成１９年９月（予定） 

・地域推進計画の策定        平成２０年３月（予定） 

 

2-11 

 

ペットボトルの回収 ＜拡充＞ ６,４９７万４千円 

■担当 区民生活部ごみ減量分野ごみ減量担当 電話３２２８－５５６３ 

不燃ごみに混入しているペットボトルの減量とリサイクルの促進を図るため、店頭にお

けるペットボトル選別・破砕機を増設します。また、店頭回収拠点空白地域に回収箱を設

置します。 

・選別・破砕機  ３台 → １０台 

・回収箱      空白地域 ２か所 

 

2-12 プラスチック製容器包装の回収 ＜拡充＞ ２億８０４万９千円 

■担当 区民生活部ごみ減量分野清掃事業担当 電話３３８７－５３５３ 

平成２０年度に予定しているプラスチック製容器包装回収の全区展開が円滑に行えるよ

う、１９年度は、区内の半分程度まで回収地域を拡大します。 

・回収世帯 約１４,０００世帯 → 約８２,０００世帯 

・回収量        ３２０トン → １,４００トン 

 

2-13 集団回収の支援 ＜拡充＞ １億３,１６５万６千円 

■担当 区民生活部ごみ減量分野ごみ減量担当 電話３２２８－８２５７ 

区民の自主的な活動である資源の「集団回収」を促進します。 

・回収量  １５，０００トン → ２０，０００トン 

・報奨金  ９０００万円    → １億２０００万円 

 

2-14 行政による古紙回収の廃止 ＜廃止＞ △1 億３,１８５万９千円  

■担当 区民生活部ごみ減量分野清掃事業担当 電話３３８７－５３５３ 

古紙について、区民の自主的な資源回収活動である「集団回収」への移行を進め、区の

回収は廃止します。 
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（３） 子ども家庭費 （子ども家庭部）  

 

3-1 妊婦健康診査＜拡充＞ ７,６３３万８千円 

■担当 子ども家庭部子ども健康分野 子ども医療担当 電話３２２８－５６２３ 

妊娠中の健診費用の負担を軽減し、受診を促進するため、妊婦健康診査の助成回数を  

２回から５回に増やします。 

・助成回数  ２回 → ５回 

 

3-2 小児初期救急医療体制＜拡充＞ １,５４３万７千円 

■担当 子ども家庭部子ども健康分野 子ども医療担当 電話３２２８－５６２３ 

準夜間小児初期救急医療体制を充実します（準夜間：午後７時～午後 10時）。 

・平日準夜間 → 通年準夜間   

 

3-3 （仮称）東中野五丁目保育園建設費補助 ＜拡充＞ １億２,５００万円 

■担当 子ども家庭部保育園・幼稚園分野 保育計画担当 電話３２２８－８０８９ 

私立保育園の設置事業者に対して、建設費の補助を行います。 

・（仮称）東中野五丁目保育園(平成２０年４月開設) 

※開設に伴い、住吉保育園、東中野保育園は閉園します。 

 

3-4 民間学童クラブ運営補助 ＜新規＞ ８３３万４千円 

■担当 子ども家庭部子ども育成分野 児童館・学童クラブ担当 電話３２２８－５６０３ 

民間事業者の運営する学童クラブに対し、運営費の補助を行います。（施設数 1か所） 

 

3-5 母子生活支援施設整備 ＜新規＞ １,２２２万円 

■担当 子ども家庭部子育て支援分野 子育てサービス担当 電話３２２８－８７２３ 

母子生活支援施設（中野区さつき寮）の老朽化に伴う建て替え工事（平成２２年４月運

用開始予定）に伴い建設予定地の地質調査等を行います。 
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3-6 子ども医療費助成 ＜拡充＞ １億５,２９３万２千円 

■担当 子ども家庭部子育て支援分野 子ども医療助成担当 電話３２２８－８９３６ 

平成１９年１０月から義務教育就学児童の医療費助成を拡充します。 

・医療費自己負担分(入院時食事負担を除く) 

・小学生入院 → 小・中学生入院及び通院 

3-7 私立幼稚園等保護者補助 ＜拡充＞ ３億６,４２１万４千円 

■担当 子ども家庭部子育て支援分野 私立幼稚園等補助担当 電話３２２８－５６８１ 

私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対し、負担軽減のための保育料補助を増額します。 

・保護者補助金の月額  ９,５００円 → １０,５００円 

3-8 認証保育所等保護者補助 ＜新規＞ ３,７３０万円 

■担当 子ども家庭部保育園・幼稚園分野 民間保育担当 電話３２２８－８９７９ 

認証保育所及び保育室を利用する児童の保育料について、保護者負担の均衡を図るため、

月額２万円（上限）補助します。 

・対象者 認可保育所の待機児 年延べ１,８００人 

3-9 学校・地域連携事業推進 ＜新規＞ １,６１９万４千円 

■担当 子ども家庭部子ども育成分野 児童館・学童クラブ計画担当 電話３２２８－８７３８ 

児童館が学校や地域と連携し、学校施設を活用した子どもたちの居場所づくりを推進し

ます。また、塔山小学校に開設予定の「（仮称）キッズプラザ」（小学校施設を活用した遊び

場機能）の開設準備を行います。 

・塔山小学校校舎改修工事設計委託及び開設準備 

・放課後子ども教室推進事業   塔山小学校区、他２０校区  

3-10 (仮称）幼児研究センターの運営 ＜新規＞ ６８１万８千円 

■担当 子ども家庭部保育園・幼稚園分野幼児教育担当 電話３２２８－８７５４ 

中野区の幼児教育の課題を調査研究し、家庭の子育て力も含めた幼児教育全体の質の向

上を図るため、幼児研究センターを開設、運営します。 

・非常勤研究員による調査研究 アンケート調査委託等 

3-11 午睡用ベッドの購入 ＜拡充＞ ２,０５８万８千円 

■担当 子ども家庭部保育園・幼稚園分野 保育園・幼稚園担当 電話３２２８－８６３４ 

衛生面の問題やアレルギーを持つ子どもへの配慮などのため、保育園の午睡用寝具を布

団等からベッドに切り替えます。 

・１９年度実施 １０園 
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（４） 保健福祉費（保健福祉部）  

 

4-1 服薬確認推進事業（DOTS) ＜新規＞ ２２５万円 

■担当 保健福祉部保健予防分野結核予防担当 電話３３８２－７７６９ 

結核の再発と多剤耐性結核菌の出現を予防するため、再発者や単身世帯高齢者等の服薬

中断になりやすいハイリスク層を対象に、対面等による服薬確認及び指導等を区内薬局と

連携し実施します。 

・対象者 通所確認 ５５人、訪問確認 ５人 

 

4-2 ペットなどと共生する暮らしの推進 ＜新規＞ ３１８万円 

■担当 保健福祉部生活衛生分野生活衛生担当 電話３３８２－７７７８ 

ペットと共生するまちづくりを推進するため、アンケート及び懇談会による区民や関係

機関等の意見集約を踏まえ、ペットの飼い方等に関するルール及び事業推進のためのアク

ションプランを策定します。 

・懇談会 ６回（５月設置予定）   

・委員  １５人（学識経験者、関係団体等、区民） 

 

4-3 健康づくりの普及推進 ＜新規＞ ３４万２千円 

■担当 保健福祉部健康・高齢分野健康推進担当 電話３２２８－８８２６ 

日常的な運動の継続を支援し健康づくりを推進するため、地域の公園を活用し運動指導

員による運動指導を実施します。 

・３か所 各１０回  

 

4-4 成年後見制度推進機関の開設準備 ＜新規＞ ８３万１千円 

■担当 保健福祉部地域ケア分野権利擁護推進担当 電話３２２８－８９５１ 

成年後見制度の積極的利用促進を図るため、都の「成年後見活用あんしん生活創造事業」

を活用し、成年後見制度推進機関立ち上げに向けた準備を行ないます。 

・推進機関設立検討委員会 ５回（５月設置予定） 

・委員 １３人（学識経験者、関係団体等） 
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4-5 （仮）民間福祉サービス紛争調整事業 ＜新規＞ ２３３万１千円 

■担当 保健福祉部地域ケア分野保健福祉活動推進担当 電話３２２８－８７２５ 

民間事業者等による福祉サービスに関するトラブルについて、簡易かつ速やかな紛争調

整を行う「民間福祉サービス紛争調整機関（第三者機関）」を設置・運営します。  

・委員  ２人（弁護士等の有資格者） 

・相談日 週１回 

 

4-6 （仮）ひとり暮らし高齢者等困りごと支援調査 ＜新規＞ １００万円 

■担当 保健福祉部地域ケア分野保健福祉活動推進担当 電話３２２８－８７２５ 

日常的生活の中で、電球の交換や荷物の上げ下ろしなどの簡易な困りごとに地域で対応

する仕組みを検討するため、既存事業の利用実態や利用者ニーズなどの現状を把握し、解

決するための仕組みを検討します。 

 

4-7 移動支援（就労開始時支援等） ＜新規＞ １,１９８万４千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害者社会参画担当 電話３２２８－８８３２ 

障害者の就労と自立を支援するため、新たに就労開始時等の支援を移動支援事業の対象

とします。 

・拡大事業 就労開始時の支援、福祉的就労への通所支援など 

 

4-8 障害者支援関連施設運営支援 ＜新規＞ ３９７万６千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害施設担当 電話３２２８－８０６６ 

「江古田の森」障害者支援関連施設の通所者及びショートステイ利用者等の医療的ケア

の充実を図るため、３年間に限り事業者に対し支援を行ないます。 

 

4-9 ｽﾏｲﾙ社会復帰ｾﾝﾀｰ・せせらぎ運営委託準備支援＜新規＞ ５０８万１千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害施設担当 電話３２２８－８０６６ 

平成２０年度の民間業者運営委託に向けて、受託予定業者に対し、施設運営の引継ぎ研

修委託を行ないます。 

・研修期間 平成２０年１月～３月 

・施設長３か月、指導員２か月等、９名に対し１～３か月の研修を行なう 
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4-10 後期高齢者医療制度の施行準備 ＜新規＞ １億７,７４４万７千円 

■担当 保健福祉部保険医療分野老人保健医療担当 電話３２２８－８９４６ 

平成２０年４月に施行される後期高齢者医療制度に的確に対応するため、東京都後期高

齢者広域連合と連携して準備を進めます。 

・保険料徴収システム開発・窓口業務インターフェイス改修経費 

・東京都後期高齢者広域連合分賦金等 

 

4-11 健康づくりの連携推進 ＜拡充＞ ２５３万４千円 

■担当 保健福祉部健康・高齢分野健康推進担当 電話３２２８－８８２６ 

区民の健康づくりを総合的に推進するため、「健康づくり推進連携会議」における区民や

関係機関等との議論を踏まえ、「健康づくり行動プラン」及び、より個々の状況にあった健

康づくりを支援する「健康づくりプログラム」を策定します。 

・健康づくり連携推進会議 ２回 → ４回 

・委員 １０人 → １４人（関係団体等、区民） 

・健康づくり行動プラン・健康づくりプログラム １２月策定予定 

 

4-12 区民健診 ＜拡充＞ １１億４,５５１万円 

■担当 保健福祉部健康・高齢分野区民健診担当 電話３２２８－５５９９ 

〔成人健診〕…介護保険法の改正に伴い、６５歳以上の受診者に対し、介護予防のための

生活機能評価を実施します（受診者２７，９１５人、単価１，０００円）。また、肝炎ウイ

ルス検査の対象年齢を変更します（４０歳～７０歳の節目年齢 → ４０歳） 

〔乳がん検診〕…厚生労働省「がん検診実施のための指針」の改定に伴い、実施内容及び

医科点数を変更します。 

・マンモグラフィ検査４６歳以上偶数年齢 → ４０歳以上偶数年齢 

・受診者数 ４，９５１人 →  ９，２８５人 

・実施回数   １２４回 → ２２３回 

〔肺がん検診〕…乳がん検診の変更に伴い、保健福祉センターでのマンモグラフィ検査の

実施日を拡大するため、検査機関へ委託します。 

 

4-13 精神障害回復者社会生活適応訓練 ＜拡充＞ １,３２８万１千円 

■担当 保健福祉部鷺宮保健福祉センター 電話３３３６－７１１３ 

精神障害回復者社会生活適応訓練（デイケア）の参加者のうち、より早期の自立を目指

せる人を対象に、レベルアップした訓練事業を委託により新設します。 

・直営…半日コース ４か所で実施  各所 48回 計 192回実施（現行） 

・委託…週２日コース １ヶ所（中部保健福祉センタ-）80回実施（拡充） 
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4-14 障害者の雇用促進（就労のためのＩＴ講習会） ＜拡充＞ ３,５１１万４千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害者社会参画担当 電話３２２８－８８３２ 

就労相談、求職活動支援等に加え、一般就労を目指す障害者の雇用を促進するため、企

業からの求人の必要条件となっているＰＣ操作・入力等のスキル習得を目的とした、実践

的なＩＴ講習会を実施します。 

・対象      知的・精神・聴覚・視覚障害者、肢体不自由者 

・定員      各障害毎５～１０名（視覚障害者は４名） 

・カリキュラム 初級講座８H、基礎講座８H、就労向け講座６０H 

 

4-15 手話通訳等派遣 ＜拡充＞ ６６４万２千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害者社会参画担当 電話３２２８－８８３２ 

聴覚等の障害により意思疎通を図ることに支障がある障害者等の社会参画を支援するた

め、手話通訳者及び要約筆記者を派遣します。 

・手話通訳奉仕員    ４６９回 → ４６９回 

・手話通訳者（新規） １００回 

・要約筆記者（新規） 個人５０回、団体８０回 

 

4-16 高齢者会館の民間委託 ＜見直し＞ １,７１９万２千円 

■ 担当 保健福祉部中部保健福祉センター 電話５３４１－８８２０                                   

高齢者会館２館を新たに業務委託します。毎年２館を委託し、平成２３年度までに１５

館を委託予定です。 

・平成１９年度新規委託 ２館(本一・鷺六)  

・既存委託館事業拡充   ５館           

  

4-17 福祉タクシー ＜見直し＞ １億１,８４５万３千円 

■担当 保健福祉部障害福祉分野障害者社会参画担当 電話３２２８－８８３２ 

障害者の社会生活の利便を図るため、福祉タクシーの車いす券及びストレッチャー（※）

券の交付枚数を増加します。また、障害者福祉事業団が実施しているリフト付 自動車供

給事業の廃止に伴い、事業に係る運営補助を廃止します。 

・交付枚数 車いす券      ４枚 → ８枚 

         ストレッチャー券  １枚 → ２枚  

※ストレッチャー 搬送用寝台 
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4-18 住民検診（保護者胸部 X 線） ＜廃止＞ △１２１万３千円 

■担当 保健福祉部保健予防分野結核予防担当 電話３３８２－７７６９ 

結核予防法の改正により、６５歳未満の者が定期健康診断対象から除かれたこと等に伴

い、乳幼児の保護者を対象にした胸部 X線検査（結核検診）を廃止します。 

 

4-19 かみさぎ高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰサテライト型支援 ＜廃止＞ △２６０万円 

■担当 保健福祉部介護保険分野介護保険基盤整備担当 電話３２２８－８７６９ 

堀江高齢者福祉センターで実施しているかみさぎ高齢者在宅サービスセンターサテライ

ト型事業（※）の廃止に伴い、運営補助を廃止します。 

※サテライト型事業 出張型のデイサービス事業 
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（５） 都市整備費  （都市整備部・拠点まちづくり推進室）  

 

5-1 都市計画マスタープラン改定 ＜新規＞ １８６万円 

■担当 都市整備部都市計画分野都市計画担当 電話３２２８－８９８１ 

平成１２年３月に策定した「都市計画マスタープラン」について、社会経済状況など変

化や、新しい基本構想を踏まえ、見直しを図っていきます。 

 

5-2 みどりの基本計画改定 ＜新規＞ １,７００万円 

■担当 都市整備部都市計画分野都市施設担当 電話３２２８－８２６２ 

平成１２年度に策定した「みどりの基本計画」を平成２０年度に改定するにあたり、み

どりの実態調査を実施し、基礎的データを収集します。 

・調査内容 航空写真撮影、現地踏査、区民の意識調査、住民参加の方法など 

 

5-3 オンデマンド交通 ＜新規＞ ４０７万２千円 

■担当 都市整備部土木分野交通安全対策担当 電話３２２８－８８８６ 

交通不便者が安心して移動できるまちづくりをめざして、そのしくみづくりと運営をサ

ポートするオンデマンド交通システムを構築します。 

・庁内検討ＰＴ設置、基本計画作成 

※オンデマンド交通は、乗客のデマンド（希望）に合わせて走行する交通システム 

 

5-4 地籍調査 ＜新規＞ １,２８１万２千円 

■担当 都市整備部土木分野道路境界担当 電話３２２８－５５２５ 

民有地と道路（区道等）との境界を明らかにするため、地籍調査に着手します。 

 

5-5 健康づくり公園の整備 ＜新規＞ １,６５６万円 

■担当 都市整備部公園・道路分野計画調整担当 電話３２２８－８０３２ 

健康器具を備えた公園やウォーキングコースを計画的に整備し、健康・高齢分野と連携

して健康づくり事業を推進します。 

・整備か所 公園（平和の森、上高田台）、ウォーキングコース（妙正寺川沿い） 
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5-6 都市計画道路整備（警大跡地） ＜新規＞ ３,１５０万円 

■担当 都市整備部公園・道路分野道路整備担当 電話３２２８－５６４０ 

警察大学校跡地に都市計画道路を整備します（平成２２年度完了予定）。 

・都市計画道路詳細設計、道路整備に関する事業者間調査調整委託、地質調査業務委託、

電線共同溝詳細設計 

 

5-7 第３次住宅マスタープランの策定 ＜新規＞ １６７万９千円 

■担当 都市整備部住宅分野住宅施策担当 電話３２２８－５５８１ 

区の住宅施策を総合的かつ計画的に推進するために、平成２０年度末までに第３次住宅

マスタープランを策定します。 

・住宅政策審議会への諮問（委員委嘱と諮問：平成１９年１０月） 

・住宅白書の作成 

 

5-8 東中野駅周辺まちづくり（東中野駅前広場整備） ＜拡充＞ ２,８５０万円 

■担当 都市整備部都市計画分野都市施設担当 電話３２２８－８２６２ 

環６拡幅整備や東中野駅前広場整備、軌道上空活用を契機とした東中野駅周辺のまちづ

くりについて、地域再生、活性化を主眼に、周辺地域との関連性を踏まえながらまちづく

り計画を策定します。 

・駅周辺まちづくり計画策定、軌道上空公共空間基本設計 

 

5-9 野方駅北口の開設 ＜拡充＞ ４,２９８万円 

■担当 都市整備部都市計画分野都市施設担当 電話３２２８－８２６２ 

西武鉄道との役割分担を明確にしながら、野方駅北口の開設と駅舎改修及び周辺道路空

間の整備により駅利用者の安全性、利便性の向上を図るとともに、南北歩行者空間の確保

などを進めます。 

・道路工事、自由通路・駅前広場実施設計 

 

5-10 橋梁拡幅整備 ＜拡充＞ １億２,６４６万円 

■担当 都市整備部土木分野計画調整担当 電話３２２８－８８４４ 

東京都が行う河川改修時の橋梁架け替えにあわせて橋梁を拡幅し、歩行者や自転車の安

全な通行を確保します。 

・神田川   新橋 

・妙正寺川 新井橋、新道橋、無名橋、千歳橋、新橋 
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5-11 橋梁の再生整備 ＜拡充＞ ３,８８５万円 

■担当 都市整備部公園・道路分野道路整備担当 電話３２２８－５６４０ 

老朽化し、対策が必要な橋梁を計画的に補強整備し、災害時にも耐えうる安全な施設に

再生整備します。 

・駒ヶ坂橋（善福寺川）の工事、川北人道橋の設計 

 

5-12 耐震補強等支援 ＜拡充＞ ９,３４１万２千円 

■担当 都市整備部建築分野建築防災・指導担当 電話３２２８－５５７６ 

住宅の耐震性を向上させるための支援を行ないます。 

・簡易・一般耐震診断助成 

・家具転倒防止器具取付助成 

・非木造共同住宅（分譲・賃貸）耐震診断助成（賃貸は新規） 

・木造住宅建替え助成（新規） 

 

5-13 中野駅周辺整備  ＜拡充＞ ８７億５,０８２万４千円  

■担当 拠点まちづくり推進室拠点まちづくり分野中野駅周辺整備担当 電話３２２８－８９８０ 

区の新しい顔づくりを推進するために、中野駅周辺の各地区相互の連携および総合調整

を図りつつ、警察大学校等跡地・その周辺地区、中野駅南口地区・その周辺、中野駅舎を

含む中野駅地区等の整備に取り組みます。                                            

・警察大学校等跡地道路・公園用地取得 

・中野駅周辺まちづくり推進のための協議・調整及び調査・検討など  

             

5-14 西武新宿線沿線まちづくり ＜拡充＞ １,０８５万６千円 

■担当 拠点まちづくり推進室拠点まちづくり分野西武新宿線沿線まちづくり担当 

電話３２２８－８９７０ 

西武新宿線と道路の立体交差化事業をめざし、東京都及び(株)西武鉄道等と検討を進め

るとともに、沿線まちづくり計画策定に向けた調査・検討を行います。 
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（６） 教育費 （教育委員会事務局）  

 

6-1 スクールサポーター ＜新規＞ ３５万５千円 

■担当 教育委員会事務局学校教育分野学校教育管理担当 電話３２２８－８８６１ 

地域と学校との連携をより一層強化するなど、それぞれの実態に応じた支援をできるよ

うにするため、地域ボランティアによるスクールサポーター制度を創設します。 

 

6-2 理科支援員配置事業 ＜新規＞ ５５８万７千円 

■担当 教育委員会事務局学校教育分野学校教育管理担当 電話３２２８－８８６１ 

理科を専門とする人材を小学校理科授業に活用し、観察・実験活動等における教員の支

援や、先端科学技術に関する実験や体験活動などを行うことにより、小学校理科教育の活

性化及び一層の充実を図ります。実施期間は５年間。 

 

6-3 文化財調査(大正・昭和前期建造物調査) ＜新規＞ １００万円 

■担当 教育委員会事務局生涯学習分野歴史民俗資料館 電話３３１９－９２２１ 

区民の生活様式の変遷を明らかにする基礎資料とするために、急激に消滅しつつある大

正から昭和前期の建造物の調査を年次計画により行ないます。 

・平成１９年度 時代的特性のある建造物の選定 

・平成２０年度 建物の実測図、写真等の記録作成と報告書刊行 

 

6-4 小・中学校情報基盤整備 ＜新規＞ ２,６１４万円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野庶務担当 電話３２２８－８８５７ 

小・中学校に職員室ＬＡＮを、また、小学校１校、中学校１校に校内ＬＡＮを整備しま

す。校内ＬＡＮについては、年次計画により順次整備します。 

 

6-5 小・中学校耐震補強設計の実施 ＜新規＞ ３億２,０６０万１千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野学校施設担当 電話３２２８－８８５９ 

耐震補強が必要な小・中学校の校舎及び体育館について耐震補強設計委託を行ないます。 

・校舎（小学校１０校、中学校７校）、体育館（小学校１８校、中学校８校） 

 

 

 

 



 - 32 - 

6-6 新ＪＩＳの机・椅子の導入 ＜新規＞ １,２１９万１千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野教育財政担当 電話３２２８－５６１０ 

教科書のＡ４版化に対応し、小・中学校の普通教室の机・椅子を計画的に新 JIS規格へ

切り替えます。 

・平成１９年度導入校 小学校１校、中学校１校 

 

6-7 統合新校の開設準備 ＜新規＞ ５,３７３万１千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野教育改革担当 電話３２２８－５５４８ 

教育財政担当 電話３２２８－５６１０ 

学校統合時における統合新校について、在校生（新一年生を除く）へ標準服等を支給し

ます。また、特別教室の床改修に併せて机の買い替えなど、必要な対応を行います。 

・小学校１校（桃園第三小、仲町小、桃丘小の統合新校） 

・中学校１校（第六中、第十一中の統合新校） 

 

6-8 円滑な学校再編の推進 ＜拡充＞ ５９２万４千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野教育改革担当 電話３２２８－５５４８ 

区立小中学校再編計画に基づき、学校再編の取組みを進めます。 

・学校統合委員会運営      ６委員会 

・交流事業等、円滑な学校再編のための取組み 

 

6-9 区立学校再編に備えた施設整備工事 ＜拡充＞ １２億２,９８４万７千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野学校施設担当 電話３２２８－８８５９ 

区立小中学校再編計画に基づく施設整備工事や設計委託等を行ないます。 

・桃園第三小、中野本郷小、野方小、中野昭和小 

・第一中、第六中、第十一中 

 

6-10 校庭の芝生化 ＜拡充＞ ５,８６６万２千円 

■担当 教育委員会事務局教育経営分野学校施設担当 電話３２２８－８８５９ 

子どもたちが環境にやさしい生活を実感しながら学習や遊びができる場、地域コミュニ

ティの核として区民がうるおいを感じられ活用できる場としていくため、区立小学校１校

の校庭を芝生化します。芝生化後の維持管理は地域住民と協働で行ないます。 

・芝生化面積 ３,０００㎡ 
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6-11 学力向上アシスタントの配置 ＜拡充＞ ２,５９０万６千円 

■担当 教育委員会事務局学校教育分野教育人事担当 電話３２２８－８９４２ 

主に算数・数学において尐人数指導・習熟に応じた指導の充実を図るため、教育に意欲

のある者を採用し、「学力向上アシスタント」として配置します。 

・配置人数 ９名１８校 → １６名３２校 

 

6-12 特別支援教育の推進 ＜拡充＞ １,８０９万７千円 

■担当 教育委員会事務局学校教育分野就学担当 電話３２２８－５６２４ 

特別支援教育推進のため、巡回相談の充実を図るほか、児童・生徒や区民・保護者を対

象に特別支援教育の啓発を行ないます。 

・巡回相談 モデル校２校 → 全校での実施 

・啓発活動 啓発パンフレットの作成・配布 

 

6-13 図書資料の充実 ＜拡充＞ １億８０８万５千円 

■担当 教育委員会事務局生涯学習分野中央図書館 電話５３４０－５０７５ 

区民の多様なニーズに応えられるよう図書資料の充実を図るとともに、子育て、起業創

業等のビジネス支援や人々のくらしに豊かさや潤いをもたらす多様な資料を収集します。

また、中野区ゆかりの資料を収集するとともに、レファレンスサービスの向上を図ります。 

 

6-14 学校給食調理業務委託の実施 ＜見直し＞ ６億８,０９６万９千円 

■担当 教育委員会事務局学校教育分野学校健康推進担当 電話３２２８－５５２２ 

学校給食調理業務を新たに３校委託します。 

・委託校 ３６校 → ３９校 

 

6-15 図書館業務委託 ＜見直し＞ ３億８,９０２万７千円 

■担当 教育委員会事務局生涯学習分野中央図書館 電話５３４０－５０７５ 

中央図書館及び地域図書館において職員が行っている業務内容を見直し、民間への業務

委託を拡大します。 
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（７） 国民健康保険事業特別会計  

 

7-1 医療制度改正に伴うシステム改修等の準備 ＜新規＞ ６,５０５万４千円 

■担当 保健福祉部保険医療分野資格賦課担当 電話３２２８－５５１２ 

平成２０年４月より保険料の特別徴収を行うため、保険料賦課収納システムの改修等を

行ないます。また、７０歳から７４歳の患者負担見直しに伴う高齢受給者証の再発行、７

５歳到達者（平成１９年１０月から）の老人保健医療制度への移行作業を実施します。 

 

7-2 特定健診・保健指導事業 ＜新規＞ ３,６１９万１千円 

■担当 保健福祉部保険医療分野国保給付担当 電話３２２８－５５０８ 

平成２０年４月より医療費適正化対策として医療保険者に義務付けられた特定健診・保

健指導について、システム開発及び実施計画の策定など事業実施に向けた準備を進めます。 

 

7-3 口座振替キャンペーン ＜拡充＞ ７４８万５千円 

■担当 保健福祉部保険医療分野保険料納付担当 電話３２２８－５５０７ 

保険料収納率の向上のため、口座振替加入促進の一斉勧奨に併せて新規加入者に対して

褒賞品を贈呈することにより、加入世帯の増加を図ります。 

 

7-4 「自動電話催告システム」オペレーター業務委託＜見直し＞ １,８１４万４千円 

■担当 保健福祉部保険医療分野保険料納付担当 電話３２２８－５５１０ 

職員が実施している「自動電話催告システム」による催告業務を外部委託化することに

より、業務の効率化と執行体制のスリム化を図ります。 
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（８） 介護保険特別会計  

 

8-1 認知症・虐待防止等相談支援 ＜新規＞ １６６万８千円 

■担当 保健福祉部地域ケア分野権利擁護推進担当 電話３２２８－８９５１ 

高齢者虐待防止と養護者への支援を推進し、高齢者の権利と尊厳を護るため、関係機関

との連携・ネットワークの強化や、広く区民を対象とした理解促進のための普及事業を実

施します。 

・高齢者虐待対応連絡会 ２回、講演会 １回 

・委員 １５人（弁護士、関係団体等、職員） 

 

8-2 地域包括支援センター運営委託 ＜拡充＞ １億５,６４５万６千円 

■担当 保健福祉部地域ケア分野地域ケア担当 電話３２２８－８７５７ 

事業実績の反映及び虐待防止対応等の充実を図るため、国基準を上回る対象者数に応じ

た業務相当経費について、地域包括支援センター運営委託料を増額します。 

・対象７,０００人未満 ５か所 １８,８８０千円 → ２１,６４７千円 

・対象７,０００人以上 ２か所 １８,８８０千円 → ２２,７２８千円 
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８ 区債、債務負担行為、基金の状況 

（１） 区債 

１９年度に発行する区債の内訳は次のとおりです。 

    ① 都市整備債（公園整備）   １，４５５，０００千円 

  ② 都市整備債（道路整備）   ２，４３０，０００千円 

  ③ 教育債（義務教育施設整備）      ３００，０００千円 

 

  起債残高の推移（全会計合計）                   （単位 千円） 

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

56,176,152 53,991,925 51,214,077 46,961,579 46,961,683 

※１５～１７年度は年度末の実績、１８、１９年度は見込み 

 

（２） 債務負担行為 

１９年度の債務負担行為額は以下のとおりです。 

 

    事  業  名 債務負担額 (千円) 期    間 

新

規 

税総合システムの構築 142,800 平成 20 年度 

軽自動車税の収納委託 62 平成 20 年度 

国民健康保険料の収納委託 221 平成 20 年度 

介護保険料の収納委託 83 平成 20 年度 

計 143,166 － 

継

続 

土地開発公社からの用地取得 12,395,766 － 

特別養護老人ホーム等建設補助(４件) 905,339 － 

ＯＡ機器等の借り上げ ほか 2,140,390 － 

計 15,441,495 － 

債務負担合計 15,584,661 － 

     

  債務負担行為の推移（全会計合計）                 （単位 千円） 

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

21,231,875 15,865,799 11,741,996 10,550,190 15,584,661 
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（３） 基金 

１９年度の基金への積立額は、全会計合計で２７億５,５５２万７千円です。また、

取り崩し額は１９億３,９６２万円で、年度末残高は２９７億９，５３３万６千円とな

る見込みです。 

このうち一般会計分は、２８８億２,８６０万８千円となります。 

 

  積立基金残高の状況                        （単位 千円） 

 １９年度 １８年度末残高 

積立 繰入 残高 (見込) 

一般会計 2,685,042 1,939,620 28,828,608 28,083,186 

 

財政調整基金 500,001 396,718 13,929,692 13,826,409 

減債基金 945,241 124,997 5,073,530 4,253,286 

災害対策基金 1 0 305,412 305,411 

社会福祉施設整備基金 2 180,000 629,001 808,999 

刑務所跡地防災公園建設基金 1 0 969,852 969,851 

区営住宅整備基金 38,790 0 580,805 542,015 

義務教育施設整備基金 1,100,001 750,000 5,822,308 5,472,307 

平和基金 1 905 100,001 100,905 

道路・公園整備基金 100,001 0 300,002 200,001 

まちづくり基金 1 485,000 1,115,002 1,600,001 

区民公益活動推進基金 1,002 2,000 3,003 4,001 

介護保険特別会計 70,485 0 966,728 896,243 

 介護給付費準備基金 70,485 0 966,728 896,243 

合  計 2,755,437 1,939,620 29,795,336 28,979,429 
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９ 用地特別会計当初予算 （対前年度比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 用地特別会計当初予算案 （対前年度比較） 

（１）歳　入

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 繰入金 24,000 100.0 9,000 100.0 15,000 166.7 100.0

歳入合計 24,000 100.0 9,000 100.0 15,000 166.7 100.0

比　　　較１８年度当初予算１９年度当初予算
款
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（２）歳　出

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 公債費 24,000 100.0 9,000 100.0 15,000 166.7 100.0

歳出合計 24,000 100.0 9,000 100.0 15,000 166.7 100.0

款
１９年度当初予算 １８年度当初予算 比　　　較
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10 国民健康保険事業特別会計当初予算 （対前年度比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳　入

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 国民健康保険料  10,589,408 32.0 10,489,612 34.7 99,796 1.0 3.5

       

２ 一部負担金 4 0.0 4 0.0 0 0.0 0.0

３ 国庫支出金 7,525,380 22.8 7,741,377 25.7 △ 215,997 △ 2.8 △ 7.6

４ 療養給付費等交付金 4,854,927 14.7 4,859,983 16.1 △ 5,056 △ 0.1 △ 0.2

    

５ 都支出金 1,538,062 4.7 1,545,346 5.1 △ 7,284 △ 0.5 △ 0.2

６ 共同事業交付金 3,373,339 10.2 752,557 2.5 2,620,782 348.3 91.9

    

７ 繰入金 5,095,344 15.4 4,738,225 15.7 357,119 7.5 12.5

８ 繰越金 30,002 0.1 30,002 0.1 0 0.0 0.0

９ 諸収入 33,534 0.1 30,894 0.1 2,640 8.5 0.1

歳入合計 33,040,000 100.0 30,188,000 100.0 2,852,000 9.4 100.0

１９年度当初予算 比　　　較１８年度当初予算
款
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（２）歳　出

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 国保運営費 855,294 2.6 764,478 2.5 90,816 11.9 3.2

２ 国保給付費 20,223,225 61.2 20,502,476 67.9 △ 279,251 △ 1.4 △ 9.8

３ 老人保健拠出金 6,463,938 19.6 6,339,968 21.0 123,970 2.0 4.3

    

４ 介護納付金 1,836,000 5.6 1,779,730 5.9 56,270 3.2 2.0

５ 共同事業拠出金 3,506,002 10.6 680,713 2.3 2,825,289 415.0 99.1

    

６ 保健事業費 41,188 0.1 6,282 0.0 34,906 555.7 1.2

７ 諸支出金 84,353 0.2 84,353 0.3 0 0.0 0.0

８ 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0 0.0

歳出合計 33,040,000 100.0 30,188,000 100.0 2,852,000 9.4 100.0

款
１９年度当初予算 １８年度当初予算 比　　　較
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11 老人保健医療特別会計当初予算 （対前年度比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳　入

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 支払基金交付金 13,588,138 59.0 13,650,225 59.9 △ 62,087 △ 0.5 △ 23.9

　 

２ 国庫支出金 6,245,239 27.1 6,030,514 26.5 214,725 3.6 82.6

.

３ 都支出金 1,561,309 6.8 1,507,630 6.6 53,679 3.6 20.6

４ 繰入金 1,561,311 6.8 1,507,628 6.6 53,683 3.6 20.7

５ 繰越金 80,000 0.3 80,000 0.4 0 0.0 0.0

６ 諸収入 3 0.0 3 0.0 0 0.0 0.0

歳入合計 23,036,000 100.0 22,776,000 100.0 260,000 1.1 100.0

１９年度当初予算 比　　　較
款

１８年度当初予算
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（２）歳　出

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 医療諸費 22,956,000 99.7 22,696,000 99.6 260,000 1.1 100.0

２ 諸支出金 80,000 0.3 80,000 0.4 0 0.0 0.0

歳出合計 23,036,000 100.0 22,776,000 100.0 260,000 1.1 100.0

款
１９年度当初予算 １８年度当初予算 比　　　較
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12 介護保険特別会計当初予算 （対前年度比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳　入

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 介護保険料 3,072,346 19.0 2,981,816 18.5 90,530 3.0 137.2

        

２ 使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0.0

　 

３ 国庫支出金 3,445,615 21.3 3,751,526 23.3 △ 305,911 △ 8.2 △ 463.5

４ 支払基金交付金 4,660,341 28.9 4,682,655 29.1 △ 22,314 △ 0.5 △ 33.8

   

５ 都支出金 2,230,499 13.8 1,939,436 12.0 291,063 15.0 441.0

６ 財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0.0

７ 繰入金 2,734,327 16.9 2,713,323 16.9 21,004 0.8 31.8

８ 繰越金 4,039 0.0 4,039 0.0 0 0.0 0.0

９ 諸収入 18,831 0.1 27,203 0.2 △ 8,372 △ 30.8 △ 12.7

歳入合計 16,166,000 100.0 16,100,000 100.0 66,000 0.4 100.0

１９年度当初予算 比　　　較
款

１８年度当初予算
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（２）歳　出

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸び率 寄与率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

１ 制度運営費 777,200 4.8 795,253 4.9 △ 18,053 △ 2.3 △ 27.3

２ 保険給付費 15,008,006 92.8 14,836,124 92.2 171,882 1.2 260.4

３ 地域支援事業費 291,727 1.8 297,841 1.9 △ 6,114 △ 2.1 △ 9.3

    

４ 財政安定化基金拠出金 4,542 0.0 4,814 0.0 △ 272 △ 5.7 △ 0.4

 　

５ 基金積立金 70,485 0.5 6,990 0.0 63,495 908.4 96.2

   

６ 諸支出金 4,040 0.0 148,978 0.9 △ 144,938 △ 97.3 △ 219.6

７ 予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 0.0

歳出合計 16,166,000 100.0 16,100,000 100.0 66,000 0.4 100.0

款
１９年度当初予算 １８年度当初予算 比　　　較
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一般会計当初予算 歳入内訳の推移 
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老人保健医療特別会計 当初予算の推移 
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